
JP 5999611 B2 2016.9.28

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項４】
　ＩＶ族半導体基板における、ｎ型およびｐ型のいずれか一方である第１導電型を呈する
部分の（１１１）面上から、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させるステップ
と、
　前記ＩＶ族半導体基板および前記ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの界面に作用す
る、ソース電極およびドレイン電極間のキャリアの流れを制御するための電界を発生させ
るためのゲート電極を形成するステップと、
　前記ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤと接触しないように前記ＩＶ族半導体基板に
前記ソース電極および前記ドレイン電極のいずれか一方を形成するステップと、
　前記ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤに前記ソース電極および前記ドレイン電極の
いずれか他方を形成するステップと、
　を含む、トンネル電界効果トランジスタの製造方法であって、
　前記ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させるステップは、
　前記（１１１）面上に、ＩＩＩ族原料およびＶ族原料を供給しながら、ＩＩＩ－Ｖ族化
合物半導体を前記第１導電型にするための第１導電型ドーパント、および、ＩＩＩ－Ｖ族
化合物半導体を、ｎ型およびｐ型のいずれか他方である第２導電型にするための第２導電
型ドーパントの一方または両方を断続的にドープして第１の領域を形成するステップと、
　前記（１１１）面上に形成された前記第１の領域に、前記Ｖ族原料および前記ＩＩＩ族
原料をさらに供給し、前記第１の領域から連続する、前記第２導電型を呈する第２の領域



(2) JP 5999611 B2 2016.9.28

10

20

30

40

50

を形成するステップと、
　を含む、
　トンネル電界効果トランジスタの製造方法。
【請求項５】
　前記第１の領域は、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体を前記第２導電型にするための第２導電
型ドーパントを含み、
　前記第１の領域を形成するステップは、前記第１の領域における前記第１導電型ドーパ
ントの濃度が１×１０１４～１×１０１７ｃｍ－３となる量で、前記第１導電型ドーパン
トを前記（１１１）面上に断続的に供給する、
　請求項４に記載の製造方法。
【請求項６】
　前記第１の領域を形成するステップにおける、前記第１導電型ドーパントをドープする
時間は、０．１～５秒間／回であり、前記第１導電型ドーパントのドープのインターバル
は、１．０～２９．５秒間である、請求項４または５に記載の製造方法。
【請求項７】
　前記第２の領域を形成するステップは、前記（１１１）面上に形成された前記第１の領
域に、前記Ｖ族原料および前記ＩＩＩ族原料を供給しながら前記第２導電型ドーパントを
ドープし、前記第２導電型を呈する前記第２の領域を形成する、請求項４～６のいずれか
一項に記載の製造方法。
【請求項８】
　ＩＶ族半導体基板における、ｎ型およびｐ型のいずれか一方である第１導電型を呈する
部分の（１１１）面上から、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させてＩＩＩ－
Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを製造する方法であって、
　前記（１１１）面上に、ＩＩＩ族原料およびＶ族原料を供給しながら、ＩＩＩ－Ｖ族化
合物半導体を前記第１導電型にするための第１導電型ドーパント、および、ＩＩＩ－Ｖ族
化合物半導体を、ｎ型およびｐ型のいずれか他方である第２導電型にするための第２導電
型ドーパントの一方または両方を断続的にドープして第１の領域を形成するステップと、
　前記（１１１）面上に形成された前記第１の領域に、前記Ｖ族原料および前記ＩＩＩ族
原料をさらに供給し、前記第１の領域から連続する、前記第２導電型を呈する第２の領域
を形成するステップと、
　を含む、
　ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの製造方法。
【請求項９】
　前記第１の領域は、ＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体を前記第２導電型にするための第２導電
型ドーパントを含み、
　前記第１の領域を形成するステップは、前記第１の領域における前記第１導電型ドーパ
ントの濃度が１×１０１４～１×１０１７ｃｍ－３となる量で、前記第１導電型ドーパン
トを前記（１１１）面上に断続的に供給する、
　請求項８に記載の製造方法。
【請求項１０】
　前記第１の領域を形成するステップにおける、前記第１導電型ドーパントをドープする
時間は、０．１～５秒間／回であり、前記第１導電型ドーパントのドープのインターバル
は、１．０～２９．５秒間である、請求項８または９に記載の製造方法。
【請求項１１】
　前記第２の領域を形成するステップは、前記（１１１）面上に形成された前記第１の領
域に、前記Ｖ族原料および前記ＩＩＩ族原料を供給しながら前記第２導電型ドーパントを
ドープし、前記第２導電型を呈する前記第２の領域を形成する、請求項８～１０のいずれ
か一項に記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを有するトンネル電界効果トランジスタ
、その製造方法、および、当該トランジスタを含むスイッチ素子、に関する。
【背景技術】
【０００２】
　トンネル電界効果トランジスタ（ＴＦＥＴ）は、トランジスタのスイッチングにトンネ
ル電流を利用する。このため、ＴＦＥＴは、急峻なオン・オフの切り替えが実現可能であ
り、また低電圧の動作が可能である。このようなＴＦＥＴには、IV族半導体基板と当該基
板上に起立するIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤとを有し、当該基板と当該ナノワイヤ
との界面でトンネル電流を生じさせるトランジスタが知られている（例えば、特許文献１
、非特許文献１および２参照）。当該ＴＦＥＴは、小さなサブ閾値（６０ｍＶ／桁以下）
で動作可能であり、かつ容易に製造しうる点で優れている。このため、前記ＴＦＥＴは、
スイッチ素子に有用である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１１／０４００１２号
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Katsuhiro Tomioka, Takashi Fukui, "Tunnel field-effect transisto
r using InAs nanowire/Si heterojunction", Appl. Phys. Lett., Vol.98, pp.083114-1
-083114-3.
【非特許文献２】Katsuhiro Tomioka, Masatoshi Yoshimura, Takashi Fukui, "Steep-sl
ope tunnel field-effect transistors using III-V nanowire/Si heterojunction" IEEE
 VLSI Technology 2012 Symposium Proc., pp.47-48.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　前記ＴＦＥＴは、前記ナノワイヤにおける前記界面を構成する領域がアンドープで形成
されているにも関わらず、前記スイッチ素子の立ち上がり電圧が負側にシフトしているこ
とがある。このため、前記ＴＦＥＴについて、前記立ち上がり電圧を正側にシフトさせる
ことがさらに望まれている。
【０００６】
　本発明は、小さなサブ閾値（６０ｍＶ／桁以下）で動作可能であり、より正側またはよ
り負側の立ち上がり電圧で動作可能であり、かつ容易に製造しうるＴＦＥＴおよびその製
造方法を提供することを目的とする。
　また、本発明は、当該ＴＦＥＴを含むスイッチ素子を提供することをさらなる目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤにおける、IV族半導体基板とIII－Ｖ族
化合物半導体ナノワイヤとの界面を構成する第１の領域を、適当なドーパントを適当な間
隔で断続的にドープすることによって作製することにより、前記課題を解決しうることを
見出し、さらに検討を加えて本発明を完成させた。
【０００８】
　すなわち、本発明の第１は、以下のトンネル電界効果トランジスタ（ＴＦＥＴ）および
スイッチ素子に関する。
　［１］ｎ型およびｐ型のいずれか一方である第１導電型を呈する部分を含み、前記部分
が（１１１）面を有するIV族半導体基板と、前記（１１１）面上に起立する第１の領域、
および、ｎ型およびｐ型のいずれか他方である第２導電型を呈し、前記第１の領域に連続
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する第２の領域、を含むIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤと、前記III－Ｖ族化合物半導
体ナノワイヤと接触せず、かつ前記IV族半導体基板に接続されたソース電極およびドレイ
ン電極の一方と、前記第２の領域に接続されたソース電極およびドレイン電極の他方と、
前記IV族半導体基板と前記第１の領域との界面に作用して前記ソース電極および前記ドレ
イン電極間のキャリアの流れを制御するための電界を発生させるように配置されたゲート
電極と、を有し、前記第１の領域は、III－Ｖ族化合物半導体を前記第１導電型にするた
めの第１導電型ドーパントおよびIII－Ｖ族化合物半導体を前記第２導電型にするための
第２導電型ドーパントの一方または両方を含み、前記第１の領域における前記第１導電型
ドーパントおよび前記第２導電型ドーパントの少なくとも一方の濃度は、１×１０１４ｃ
ｍ－３以上であり、かつ、前記第２の領域における前記第２導電型ドーパントの濃度未満
である、トンネル電界効果トランジスタ。
　［２］少なくとも前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの前記第１の領域における側
面に配置されたゲート誘電体膜をさらに有し、前記ゲート電極は、前記ゲート誘電体膜上
に配置されている、［１］に記載のトンネル電界効果トランジスタ。
　［３］［１］または［２］に記載のトンネル電界効果トランジスタを含むスイッチ素子
。
【０００９】
　さらに、本発明の第２は、以下のトンネル電界効果トランジスタ（ＴＦＥＴ）の製造方
法に関する。
　［４］IV族半導体基板における、ｎ型およびｐ型のいずれか一方である第１導電型を呈
する部分の（１１１）面上から、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させるステッ
プと、前記IV族半導体基板および前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの界面に作用す
る、ソース電極およびドレイン電極間のキャリアの流れを制御するための電界を発生させ
るためのゲート電極を形成するステップと、前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤと接
触しないように前記IV族半導体基板に前記ソース電極および前記ドレイン電極のいずれか
一方を形成するステップと、前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤに前記ソース電極お
よび前記ドレイン電極のいずれか他方を形成するステップと、を含む、トンネル電界効果
トランジスタの製造方法であって、前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させる
ステップは、前記（１１１）面上に、III族原料およびＶ族原料を供給しながら、III－Ｖ
族化合物半導体を前記第１導電型にするための第１導電型ドーパント、および、III－Ｖ
族化合物半導体を前記第２導電型にするための第２導電型ドーパントの一方または両方を
断続的にドープして第１の領域を形成するステップと、前記（１１１）面上に形成された
前記第１の領域に、前記Ｖ族原料および前記III族原料をさらに供給し、前記第１の領域
から連続する、ｎ型およびｐ型のいずれか他方である第２導電型を呈する第２の領域を形
成するステップと、を含む、トンネル電界効果トランジスタの製造方法。
　［５］前記第１の領域は、III－Ｖ族化合物半導体を前記第２導電型にするための第２
導電型ドーパントを含み、前記第１の領域を形成するステップは、前記第１の領域におけ
る前記第１導電型ドーパントの濃度が１×１０１４～１×１０１７ｃｍ－３となる量で、
前記第１導電型ドーパントを前記（１１１）面上に断続的に供給する、［４］に記載の製
造方法。
　［６］前記第１の領域を形成するステップにおける、前記第１導電型ドーパントをドー
プする時間は、０．１～５秒間／回であり、前記第１導電型ドーパントのドープのインタ
ーバルは、１．０～２９．５秒間である、［４］または［５］に記載の製造方法。
　［７］前記第２の領域を形成するステップは、前記（１１１）面上に形成された前記第
１の領域に、前記Ｖ族原料および前記III族原料を供給しながら前記第２導電型ドーパン
トをドープし、前記第２導電型を呈する前記第２の領域を形成する、［４］～［６］のい
ずれか一項に記載の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、小さなサブ閾値（６０ｍＶ／桁以下）で動作可能であり、かつ、より
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正側またはより負側の立ち上がり電圧で動作可能であるＴＦＥＴ（スイッチ素子）を提供
することができる。本発明のＴＦＥＴは、容易に製造することができる。本発明のＴＦＥ
Ｔを用いることで、半導体マイクロプロセッサおよび高集積回路の電力消費量の増大を抑
制しつつ、半導体マイクロプロセッサおよび高集積回路の集積度および性能を向上させる
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施の形態のＴＦＥＴの構成を模式的に示す断面図である。
【図２】図２Ａは、本実施の形態におけるIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを図１中の
Ａ－Ａ線に沿って切断したときの断面図であり、図２Ｂは、本実施の形態におけるナノワ
イヤを模式的に示す斜視図である。
【図３】図３Ａは、本実施の形態におけるＴＦＥＴの製造においてシリコン基板上に製造
されたIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを示す図であり、図３Ｂは、当該ＴＦＥＴの製
造においてゲート誘電体膜およびゲート電極層に被覆されたIII－Ｖ族化合物半導体ナノ
ワイヤを示す図であり、図３Ｃは、絶縁保護膜に埋没したIII－Ｖ族化合物半導体ナノワ
イヤを示す図であり、図３Ｄは、部分的に除去された絶縁保護膜から露出するゲート誘電
体膜およびIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを示す図であり、図３Ｅは、絶縁保護膜か
ら露出するIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを示す図であり、図３Ｆは、ソース電極お
よびドレイン電極の形成によって完成したＴＦＥＴを示す図である。
【図４】図４Ａは、本実施の形態におけるＴＦＥＴの製造において、III－Ｖ族化合物半
導体ナノワイヤが製造されるまでのシリコン基板の温度と原料ガスの供給を示す図であり
、図４Ｂは、図４Ａ中のゾーンＣにおける原料ガスの供給の一例を示す図であり、図４Ｃ
は、図４Ａ中のゾーンＤにおける原料ガスの供給のパルスドープの一例を示す図である。
【図５】図５Ａは、本実施の形態のＴＦＥＴにおけるバンド構造の一例を模式的に示す図
であり、図５Ｂは、他の実施の形態のＴＦＥＴにおけるバンド構造の一例を模式的に示す
図である。
【図６】図６Ａは、従来のＴＦＥＴの一例におけるIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの
走査電子顕微鏡写真であり、図６Ｂは、本発明のＴＦＥＴの一例におけるIII－Ｖ族化合
物半導体ナノワイヤの走査電子顕微鏡写真である。
【図７】実施例１、２のＴＦＥＴと従来（比較例１）のＴＦＥＴのそれぞれの、ドレイン
電流とゲート電圧との関係を示す図である。
【図８】図８Ａは、実施例３、４のＴＦＥＴの製造におけるシリコン基板の温度と原料ガ
スの供給とを模式的に示す図であり、図８Ｂは、図８Ａ中のゾーンＤにおける原料ガスの
供給のパルスドープを模式的に示す図である。
【図９】実施例３、４のＴＦＥＴと従来（比較例２）のＴＦＥＴのそれぞれの、ドレイン
電流とゲート電圧との関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　１．本発明のトンネル電界効果トランジスタ
　本発明のトンネル電界効果トランジスタ（ＴＦＥＴ）は、IV族半導体基板、III－Ｖ族
化合物半導体ナノワイヤ、ソース電極、ドレイン電極およびゲート電極を有する。１つの
IV族半導体基板の上に複数のＴＦＥＴが形成されていてもよい。本発明のＴＦＥＴでは、
IV族半導体基板の（１１１）面と当該（１１１）面上に配置されたIII－Ｖ族化合物半導
体ナノワイヤとが界面（以下、「接合界面」とも言う）を形成する。本発明のＴＦＥＴで
は、この接合界面においてトンネル現象が生じる。なお、「接合界面」は、III－Ｖ族化
合物半導体ナノワイヤが（１１１）面に直接接続している部分を言う。
【００１３】
　IV族半導体基板は、シリコン基板やゲルマニウム基板などの、IV族半導体からなる（１
１１）面を有する基板である。IV族半導体基板は、例えばシリコン（１１１）基板または
シリコン（１００）基板である。IV族半導体基板がシリコン（１００）基板の場合は、（
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１００）面とは別に（１１１）面が形成されている。
【００１４】
　IV族半導体基板は、（１１１）面を含む部分を有する。当該部分は、ｎ型またはｐ型の
いずれか一方を呈する。前記の部分が呈する導電型を「第１導電型」とも言う。したがっ
て、IV族半導体基板の（１１１）面を含む一部分のみが第１導電型を呈していてもよいし
、IV族半導体基板の全体が第１導電型を呈していてもよい。たとえば、IV族半導体基板は
、その端面が（１１１）面であるIV族半導体層を有するIV族半導体基板であってもよい。
また、IV族半導体基板は、ｎ型またはｐ型にドープされていてもよい。IV族半導体基板に
ドープされるドーパントには、当該基板をｎ型またはｐ型にするドーパントが用いられる
。たとえば、IV族半導体基板をｐ型にするドーパントの例には、Ｂ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎお
よびＴｌが含まれる。また、IV族半導体基板をｎ型にするドーパントの例には、Ｎ、Ｐ、
Ａｓ、ＳｂおよびＢｉが含まれる。
【００１５】
　また、IV族半導体基板の表面には、絶縁膜が形成されていてもよい。絶縁膜の例には、
酸化シリコン膜、および、誘電率３．９以上の化合物が含まれる。誘電率３．９以上の化
合物の膜の例には、窒化シリコンおよびＨｆＡｌＯが含まれる。
【００１６】
　III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤは、III－Ｖ族化合物半導体からなる、直径２～１０
０ｎｍ、長さ５０ｎｍ～１０μｍの構造体である。III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤは
、例えば、IV族半導体基板の（１１１）面上に、その長軸が（１１１）面に垂直になるよ
うに配置されている。III－Ｖ族化合物半導体は、２つの元素からなる半導体、３つの元
素からなる半導体、４つの元素からなる半導体、それ以上の元素からなる半導体のいずれ
でもよい。
【００１７】
　２つの元素からなるIII－Ｖ族化合物半導体の例には、ＩｎＡｓ、ＩｎＰ、ＧａＡｓ、
ＧａＮ、ＩｎＳｂ、ＧａＳｂおよびＡｌＳｂが含まれる。３つの元素からなるIII－Ｖ族
化合物半導体の例には、ＡｌＧａＡｓ、ＩｎＧａＡｓ、ＩｎＧａＮ、ＡｌＧａＮ、ＧａＮ
Ａｓ、ＩｎＡｓＳｂ、ＧａＡｓＳｂ、ＩｎＧａＳｂおよびＡｌＩｎＳｂが含まれる。４つ
以上の元素からなるIII－Ｖ族化合物半導体の例には、ＩｎＧａＡｌＮ、ＡｌＩｎＧａＰ
、ＩｎＧａＡｓＰ、ＧａＩｎＡｓＮ、ＩｎＧａＡｌＳｂ、ＩｎＧａＡｓＳｂおよびＡｌＩ
ｎＧａＰＳｂが含まれる。
【００１８】
　III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤは、第１の領域と第２の領域を含む。第１の領域は
、IV族半導体基板の（１１１）面に接合されている部分であり、（１１１）面上から起立
している。第２の領域は、第１の領域に連続する部分である。たとえば、第１の領域は、
III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤをその長軸方向に対して二分したときの基板側の部分
であり、第２の領域は、基板側とは反対側の部分である。
【００１９】
　第１の領域は、後述するゲート電圧のシフトを生じさせるように、第１導電型ドーパン
トがドープされている。すなわち、上記第１の領域は、III－Ｖ族化合物半導体を前記第
１導電型にするための第１導電型ドーパントおよびIII－Ｖ族化合物半導体を前記第２導
電型にするための第２導電型ドーパントの一方または両方を含む。たとえば、上記第１の
領域は、ノンドープではｉ型であるIII－Ｖ族化合物半導体に、第１導電型ドーパントお
よび第２導電型ドーパントの一方または両方がドープされていてもよい。また、上記第１
の領域は、ノンドープではｐ型であるが意図せぬドーパントの存在によりｎ型を呈するII
I－Ｖ族化合物半導体に、第１導電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの一方また
は両方がドープされていてもよい。さらに、上記第１の領域は、ノンドープではｎ型であ
るが意図せぬドーパントの存在によりｐ型を呈するIII－Ｖ族化合物半導体に、第１導電
型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの一方または両方がドープされていてもよい。
【００２０】
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　第１の領域における第１導電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの濃度は、第１
導電型ドーパントまたは第２導電型ドーパントが単独でドープされたときにドーパントと
して有効な濃度から、第１の領域において一方のドーパントの影響を他方のドーパントで
実質的に打ち消すことができる濃度まで、の範囲から、適宜に決めることが可能である。
たとえば、第１の領域における第１導電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの少な
くとも一方の濃度は、１×１０１４ｃｍ－３以上であり、かつ、第２の領域における第２
導電型ドーパントの濃度未満である。
【００２１】
　また、第１の領域が第１導電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの両方を含む場
合では、第１導電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの一方の濃度は、他方の濃度
未満であることが、一方のドーパントの影響を他方のドーパントで実質的に打ち消す観点
から好ましい。たとえば、ノンドープではｉ型であるが意図せぬドーパントの存在により
第２導電型を呈するIII－Ｖ族化合物半導体の第１の領域に第１導電型ドーパントがドー
プされる場合、第１導電型ドーパントのドープによって、意図せぬドープによる第２導電
型を抑制するためであれば、第１導電型ドーパントの濃度は、第２の領域における第２導
電型ドーパントの濃度未満であり、かつ好ましくは、第１の領域における第２導電型ドー
パントの濃度未満である。
【００２２】
　第１導電型ドーパントの濃度が低すぎると、第１の領域の導電型を適切に制御すること
ができない場合があり、第１導電型ドーパントの濃度が高すぎると、実質的な接触界面が
第１の領域と第２の領域の界面となってしまい、好ましくない。第１導電型ドーパントの
濃度および第２導電型ドーパントの濃度は、いずれも、ノンドープの上記ＩｎＡｓナノワ
イヤを、ｎ型、ｐ型またはｉ型のシリコン基板に作製して縦型ＦＥＴ構造を作製し、当該
ナノワイヤの閾値電圧から算出することによって求めることが可能である。このような第
１の領域は、例えば、後述する第１導電型ドーパントの断続的なドープによって形成する
ことが可能である。第１の領域における前記第１導電型ドーパントの濃度は、上記の観点
から、１×１０１４～１×１０１７ｃｍ－３となる量であることがより好ましい。
【００２３】
　第１導電型ドーパントの種類は、一種でもそれ以上でもよい。第１の領域をｐ型にする
ための第１導電型ドーパントの例には、Ｚｎ、Ｃｄ、Ｈｇ、ＴｅおよびＣが含まれる。第
１の領域をｎ型にするための第１導電型ドーパントの例には、Ｃ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｏ
、Ｓ、ＳｅおよびＰｏが含まれる。
【００２４】
　第１導電型ドーパントは、第１導電型ドーパントがドープされていないIII－Ｖ族化合
物半導体が呈する導電型とは反対の導電型を付与するためのドーパントであることが、第
１の領域の導電型を適切に調整する観点から好ましい。すなわち、ｎ型を呈するIII－Ｖ
族化合物半導体には、ｐ型の第１導電型ドーパントが好ましく、ｐ型を呈するIII－Ｖ族
化合物半導体には、ｎ型の第１導電型ドーパントが好ましい。ここで、「第１導電型ドー
パントがドープされていないIII－Ｖ族化合物半導体」とは、意図しないドーパントのド
ープ（混入）のために特定の導電型を呈するIII－Ｖ族化合物半導体を含む。このような
第１導電型ドーパントは、例えば、第１導電型ドーパントをドープせずに第１の領域を形
成し、当該第１の領域の導電型を測定することによって、決めることが可能である。
【００２５】
　第２の領域は、ｎ型およびｐ型のうち、第１導電型とは異なる導電型を呈する。第２の
領域が呈する導電型を「第２導電型」とも言う。第２導電型を呈する第２の領域は、第２
導電型ドーパントのドープによって形成することが可能である。第２導電型ドーパントの
種類は、一種でもそれ以上でもよい。第２導電型ドーパントは、例えば、第１導電型ドー
パントとして例示されたドーパントから選ばれる。
【００２６】
　ソース電極は、本発明のＴＦＥＴのソース領域に接続され、ドレイン電極は、本発明の
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ＴＦＥＴのドレイン領域に接続される。ソース電極およびドレイン電極は、例えばＴｉ／
Ａｕ合金膜やＴｉ／Ａｌ／Ｔｉ／Ａｕ合金膜、Ｇｅ／Ａｕ／Ｎｉ／Ａｕ合金膜などである
。
【００２７】
　ソース電極およびドレイン電極の位置は、本発明のＴＦＥＴの構造により変わる。たと
えば、IV族半導体基板がソース領域として機能し、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの
第１の領域（IV族半導体基板の（１１１）面と接合している）がチャネル領域として機能
し、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの第２の領域（第１の領域以外の領域）がドレイ
ン領域として機能する場合は、ソース電極は、IV族半導体基板に接続され、ドレイン電極
は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの第２の領域に接続される。
【００２８】
　一方、IV族半導体基板がドレイン領域として機能し、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイ
ヤの第１の領域（IV族半導体基板の（１１１）面と接合している）がチャネル領域として
機能し、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの第２の領域（第１の領域以外の領域）がソ
ース領域として機能する場合は、ソース電極は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの第
２の領域に接続され、ドレイン電極は、IV族半導体基板に接続される。
【００２９】
　ゲート電極は、前記接合界面に電界を作用させることができる。通常、チャネル領域（
IV族半導体基板およびIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの一方または両方）上にゲート
誘電体膜が配置され、ゲート電極は、前記ゲート誘電体膜上に配置される。
【００３０】
　本発明のＴＦＥＴは、本発明の効果が得られる範囲において、前述した構成要素以外の
他の構成要素をさらに含んでいてもよい。このような他の構成要素の例には、絶縁保護膜
が含まれる。絶縁保護膜は、その厚さ方向がIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの長軸方
向となるように配置される。絶縁保護膜は、IV族半導体基板上の全体に配置されてもよい
し、一部に配置されてもよい。絶縁保護膜の厚さは、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ
の第１の領域と第２の領域の少なくとも一部を覆う厚さであることが、III－Ｖ族化合物
半導体ナノワイヤ、ゲート誘電体膜およびゲート電極を保護する観点から好ましい。絶縁
保護膜は、電気的な絶縁性が十分に得られる観点、および、ナノワイヤが曲がらない程度
の低い粘性を有した溶液から形成されうる観点から、ＢＣＢ（ベンゾシクロブテン）層で
あることが好ましい。
【００３１】
　本発明のＴＦＥＴでは前記接合界面は、無転位かつ無欠陥であることが好ましいが、少
数の転位または欠陥を含んでいてもよい。具体的には、前記接合界面におけるミスフィッ
ト転位の周期は、前記IV族半導体と前記III－Ｖ族化合物半導体との格子不整合から計算
されるミスフィット転位の周期よりも大きければよい。また、前記接合界面における貫通
転位の密度は、０～１０１０個／ｃｍ２の範囲内であればよい。後述する本発明のＴＦＥ
Ｔの製造方法で本発明のＴＦＥＴを製造することで、基本的に無転位かつ無欠陥の接合界
面を有する本発明のＴＦＥＴを製造することができる。
【００３２】
　本発明のＴＦＥＴでは、前記接合界面がトンネル層として機能する。後の実施の形態に
示されるように、本発明のＴＦＥＴでは、ゲート電極に正または負のバイアスを印加する
ことで、ソース領域（IV族半導体基板またはIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ）内のキ
ャリアがトンネル現象によりチャネル領域（III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤまたはIV
族半導体基板）内に移動する（ＯＮ状態となる）。この動作は、ＣＭＯＳスイッチのｎ型
またはｐ型ＭＯＳＦＥＴのスイッチ動作に相当する（図５Ａ、図５Ｂ）。
【００３３】
　本発明のＴＦＥＴは、IV族半導体基板とIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤとの接合界
面に生じるポテンシャルを利用することで、サブ閾値６０ｍＶ／桁以下で動作することが
できる（実施例参照）。本発明のＴＦＥＴをスイッチ素子として利用することで、半導体
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デバイスの消費電力を削減することができる。その結果、省エネルギーおよび環境負荷低
減も実現することができる。
【００３４】
　また、本発明のＴＦＥＴでは、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤにおける第１の領域
の導電型を適宜に調整することによって、閾値電圧（スレショルド電圧）が正側または負
側にシフトする。このため、第１の領域の導電型を適宜に調整することにより、ＯＮ状態
に必要な供給電圧（ゲート電圧）の符号および大きさを任意に制御することができる（図
７）。
【００３５】
　２．本発明のＴＦＥＴの製造方法
　本発明のＴＦＥＴの製造方法は、ナノワイヤ成長ステップと、ゲート電極形成ステップ
と、ソース電極およびドレイン電極形成ステップと、を含む。
【００３６】
　「ナノワイヤ成長ステップ」は、IV族半導体基板における第１導電型を呈する（１１１
）面上から、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤを成長させるステップである。「ゲート
電極形成ステップ」は、ソース電極およびドレイン電極間のキャリアの流れを制御するた
めの電界を発生させるためのゲート電極を形成するステップである。当該ゲート電極は、
前記IV族半導体基板および前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの界面に作用するよう
に配置される。「ソース電極およびドレイン電極形成ステップ」は、前記III－Ｖ族化合
物半導体ナノワイヤと接触しないように前記IV族半導体基板に前記ソース電極および前記
ドレイン電極のいずれか一方を形成するステップ、および、前記III－Ｖ族化合物半導体
ナノワイヤに前記ソース電極および前記ドレイン電極のいずれか他方を形成するステップ
、である。
【００３７】
　ナノワイヤ成長ステップ以外のステップは、従来の技術に基づいて、例えば、特許文献
１に記載されている方法に従って、行うことができる。
【００３８】
　本発明のＴＦＥＴの製造方法では、「ナノワイヤ成長ステップ」に先立って、必要に応
じて、IV族半導体基板の前処理ステップを行うことができる。このような前処理ステップ
の例には、開口部を有する絶縁膜を形成するステップが含まれる。
【００３９】
　絶縁膜が形成される、（１１１）面を有するIV族半導体基板の例には、ｎ型シリコン（
１１１）基板、ｐ型シリコン（１１１）基板、異方性エッチングにより（１１１）面が表
面の一部にまたは全面に露出したシリコン（１００）基板、が含まれる。絶縁膜としての
酸化シリコン膜は、例えば、シリコン基板を熱酸化することやスパッタ法などの一般的な
薄膜形成法により形成することが可能である。絶縁膜の厚さは、特に限定されないが、例
えば２０ｎｍ程度であればよい。
【００４０】
　絶縁膜の開口部は、電子ビームリソグラフィーや、フォトリソグラフィー、ナノインプ
リントリソグラフィーなどの微細パターン加工技術を用いることで形成されうる。開口部
の形状は、任意に決定することができ、開口部の形状の例には、三角形、四角形、六角形
および円形が含まれる。開口部の直径は、例えば２～１００ｎｍ程度であればよい。開口
部の直径が大きすぎると、前記接合界面に多数の転位または欠陥が形成されるおそれがあ
る。１つのIV族半導体基板に複数の開口部を周期的に配列する場合、開口部の間隔は、例
えば、１０ｎｍ～数μｍ程度である。
【００４１】
　また、上記の前処理ステップの例には、高温熱処理が含まれる。高温熱処理は、IV族半
導体基板の（１１１）面に形成された自然酸化膜を除去するための処理である。前記自然
酸化膜は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの成長を阻害する。自然酸化膜は、前記開
口部が設けられたIV半導体基板を高温熱処理することにより除去される。自然酸化膜の除
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去により、IV半導体基板の表面（開口部内の（１１１）面）が露出する。高温熱処理は、
例えば、水素ガスや窒素ガス、アルゴンガスなどの不活性ガス雰囲気中で約９００℃の条
件で行うことができる。
【００４２】
　また、上記の前処理ステップの例には、低温熱処理が含まれる。低温熱処理は、高温熱
処理後のIV族半導体基板の温度を、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの成長時の温度か
それ以下の温度、例えば４００℃程度にまで下げて、IV族半導体基板の（１１１）面を（
１１１）１×１面にする処理である。
【００４３】
　元来、高温熱処理後の（１１１）面は、１×１構造で構成されるが、冷却途中で（１１
１）２×１面に変換することがある。しかしながら、IV族半導体基板の温度を４００℃程
度にまで下げることにより、（１１１）２×１面を（１１１）１×１面に再び変換するこ
とができる。なお、「（１１１）２×１面」とは、原子配列を構成する最小単位が２原子
間隔×１原子間隔となっている面をいう。「（１１１）１×１面」とは、原子配列を構成
する最小単位が１原子間隔×１原子間隔となっている面をいう。
【００４４】
　前記低温熱処理は、約３５０～４５０℃（例えば、約４００℃）の温度で行えばよい。
低温熱処理は、水素ガス、窒素ガス、アルゴンガス、ヘリウムガスなどの不活性ガス、の
雰囲気下で行うことが好ましい。
【００４５】
　さらに、本発明のＴＦＥＴの製造方法では、「ナノワイヤ成長ステップ」において、必
要に応じて、ナノワイヤ成長のための準備ステップを行うことができる。このような準備
ステップの例には、（１１１）面を（１１１）Ａ面または（１１１）Ｂ面に変換するステ
ップが含まれる。「（１１１）Ａ面」とは、表面にIII族元素が配置されている（１１１
）面をいう。また、「（１１１）Ｂ面」とは、表面にＶ族元素が配置されている（１１１
）面をいう。III－Ｖ族化合物半導体の（１１１）Ａ面または（１１１）Ｂ面は、（１１
１）２×２面、つまり最小単位が２原子間隔×２原子間隔の周期で構成された構造である
。よって、IV族半導体基板の表面に、２原子間隔×２原子間隔よりも小さい最小単位でII
I族元素またはＶ族元素が配置されていると、その表面にIII－V族化合物半導体が成長し
やすい。
【００４６】
　（１１１）面を（１１１）Ａ面または（１１１）Ｂ面に変換するステップは、III族原
料またはＶ族原料をIV半導体基板の（１１１）面に供給することによって行うことができ
る。（１１１）面を（１１１）Ａ面または（１１１）Ｂ面に変換する工程は、IV族半導体
基板の表面を（１１１）１×１面に変換する工程の後に行ってもよいが、（１１１）１×
１面に変換する工程と同時に行ってもよい。たとえば、IV族半導体基板の（１１１）２×
１面を低温熱処理により（１１１）１×１面に変換するとともに、III族原料またはＶ族
原料をIV半導体基板の表面に供給することによって、（１１１）１×１面を、（１１１）
Ａ面または（１１１）Ｂ面に変換することができる（図４Ａ、図４Ｂ）。
【００４７】
　III族原料は、ホウ素、アルミニウム、ガリウム、インジウムまたはチタン（有機金属
化合物であってもよい）を含むガスであることが好ましい。III族原料は、例えばトリメ
チルインジウムなどの有機アルキル金属化合物である。Ｖ族原料は、窒素、リン、ヒ素、
アンチモンまたはビスマス（有機金属化合物であってもよい）を含むガスであることが好
ましい。Ｖ族原料は、例えば水素化ヒ素（アルシン；ＡｓＨ３）である。III族原料また
はＶ族原料の供給は、４００～５００℃にて行われることが好ましい。
【００４８】
　また、前記準備ステップの例には、交互原料供給変調法が含まれる。「交互原料供給変
調法」とは、IV族半導体基板にIII族元素を含む原料ガスとＶ族元素を含む原料ガスとを
交互に提供して、絶縁膜の開口部を通して露出した（１１１）Ａ面または（１１１）Ｂ面
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にIII－Ｖ族化合物半導体の薄膜を形成する方法である。交互原料供給変調法は、III－Ｖ
族化合物半導体ナノワイヤを成長させるために必要な温度で行うことが可能であり、それ
よりも低い温度にて行われることが好ましい。たとえば、交互原料供給変調法は、III－
Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの成長時の温度で行うか、約４００℃で行うか、または４０
０℃から昇温しながら行えばよい。
【００４９】
　具体的には、IV族半導体基板に（１１１）Ａ面が形成されている場合は、まずIII族元
素を含む原料ガスを供給し、その後Ｖ族元素を含む原料ガスを供給する。さらに、III族
元素を含む原料ガスとＶ族元素を含む原料ガスとを交互に繰り返し供給する。一方、IV族
半導体基板に（１１１）Ｂ面が形成されている場合は、まずＶ族元素を含む原料ガスを供
給し、その後III族元素を含む原料ガスを供給する。さらに、Ｖ族元素を含む原料ガスとI
II族元素を含む原料ガスとを交互に繰り返し供給する。
【００５０】
　Ｖ族元素を含む原料ガスの供給時間およびIII族元素を含む原料ガスの供給時間は、そ
れぞれ数秒程度であればよい。また、Ｖ族元素を含む原料ガスの供給とIII族元素を含む
原料ガスの供給との間に、数秒のインターバルを設けることが好ましい。III－Ｖ族化合
物半導体の薄膜が所望の厚さになるまで、Ｖ族元素を含む原料ガスとIII族元素を含む原
料ガスとを交互に供給すればよい。何回か繰り返してガスを供給することにより、III－
Ｖ化合物半導体の薄膜が形成される。
【００５１】
　この交互原料供給変調法は、IV族半導体基板の（１１１）１×１面を（１１１）Ａ面ま
たは（１１１）Ｂ面に変換したときに変換できなかった部位があったとしても、（１１１
）Ａ面または（１１１）Ｂ面を再形成することができるという補償効果もある。交互原料
供給変調法により、IV族元素とIII族元素またはＶ族元素とが結合するからである。
【００５２】
　交互原料供給変調法により形成されたIII－Ｖ化合物半導体の薄膜は、交互原料供給変
調法の後、半導体ナノワイヤを成長させるために基板温度を上げたときに、基板に吸着し
たIII族元素やＶ族元素が熱で乖離することを防ぐ。
【００５３】
　ナノワイヤ成長ステップは、前記（１１１）面上に、III族原料およびＶ族原料を供給
しながら、前記第１導電型ドーパントおよび前記第２導電型ドーパントの一方または両方
を断続的にドープし、疑似真性を呈する第１の領域を形成するステップ（第１の領域形成
ステップ）と、前記（１１１）面上に形成された第１の領域に、III族原料およびＶ族原
料を供給し、必要に応じて前記第２導電型ドーパントを併せてドープし、前記第１の領域
に連続する、ｎ型およびｐ型のいずれか他方である第２導電型を呈する第２の領域を形成
するステップ（第２の領域形成ステップ）とを含む。「III－Ｖ族化合物半導体ナノワイ
ヤ」は、第１の領域および第２の領域の他に、例えば、前述したナノワイヤ成長の準備ス
テップで形成された、当該ナノワイヤの原料に由来する部分を含んでもよい。
【００５４】
　第１の領域形成ステップおよび第２の領域形成ステップのいずれにおいても、III－Ｖ
族化合物半導体ナノワイヤの成長は、III族原料およびＶ族原料を（１１１）面上に供給
する方法、例えば、有機金属化学気相エピタキシ法（以下「ＭＯＶＰＥ法」ともいう）や
分子線エピタキシ法（以下「ＭＢＥ法」ともいう）など、により行われる。好ましくは、
III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの成長は、ＭＯＶＰＥ法により行われる。
【００５５】
　ＭＯＶＰＥ法による半導体ナノワイヤの形成は、通常のＭＯＶＰＥ装置を用いて行うこ
とができる。つまり、所定の温度かつ減圧条件下で、III族元素を含む原料ガスおよびＶ
族元素を含む原料ガスを提供すればよい。たとえば、ＩｎＡｓナノワイヤを形成するとき
は、約５４０℃で水素化ヒ素（ＡｓＨ３）およびトリメチルインジウムを含むガスを提供
すればよい。また、ＧａＡｓナノワイヤを形成するときは、約７５０℃で水素化ヒ素およ
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びトリメチルガリウムを含むガスを提供すればよい。また、ＩｎＧａＡｓナノワイヤを形
成するときは、約６７０℃で水素化ヒ素、トリメチルインジウムおよびトリメチルガリウ
ムを含むガスを提供すればよい。
【００５６】
　第１の領域形成ステップにおいて、III族原料およびＶ族原料は、前述したIV族半導体
基板の（１１１）面に供給される。交互原料供給変調法による前記の薄膜が形成された場
合には、III族原料およびＶ族原料は、当該薄膜に供給される。III族原料およびＶ族原料
の供給量は、通常、一定である。第１の領域形成ステップでは、必要に応じて、一方の原
料の供給量を連続してまたは断続的に変えてもよいし、両原料を断続的に供給してもよい
。
【００５７】
　第１の領域形成ステップでは、III族原料およびＶ族原料の供給と並行して第１導電型
ドーパントおよび第２導電型ドーパントの一方または両方を断続的にドープして第１の領
域を形成する。形成された第１の領域は、疑似真性を呈する。「疑似真性」とは、第１導
電型ドーパントおよび第２導電型ドーパントの第１の領域における濃度に応じて決まる第
１の領域の導電型である。たとえば、疑似真性は、ドーパントをドープしなくても第１導
電型または第２導電型を呈してしまう、第１の領域を構成する半導体に、第２導電型ドー
パントまたは第１導電型ドーパントをドープすることにより、当該半導体の当初の導電型
の一部または全部が電気的に打ち消すように調整された導電型である。疑似真性は、ｎ型
であってもよいし、ｐ型であってもよいし、ｉ型であってもよい。
【００５８】
　なお、疑似真性における「ｉ型」とは、例えば、第１の領域のｎ型ドーパントの濃度お
よびｐ型ドーパントの濃度が、いずれも、１×１０１５ｃｍ－３以下であり、かつ第１の
領域の抵抗値が０．１Ω・ｃｍ以上であることを言う。上記抵抗値は、例えば、４短針電
圧電流特性や、トランジスタ特性の非線形領域の電流の傾きなどから求めることができる
。
【００５９】
　前記第１の領域は、前記第２導電型ドーパントを含むことがある。たとえば、III族原
料またはＶ族原料が微量の有機触媒を含有していると、当該有機触媒に起因する炭素原子
が第１の領域にドープされる。当該炭素原子は、前記III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ
ではｎ型ドーパントとして作用する。
【００６０】
　この場合、第１の領域形成ステップにおいて、第１導電型ドーパントのドープ量は、ノ
ンドープでは第２導電型を呈してしまう第１の領域に第１導電型の特性を付与し、ゲート
電圧をシフトさせる（例えば、負から正にシフトさせる）観点から、第１の領域における
前記第１導電型ドーパントの濃度が１×１０１４ｃｍ－３以上かつ第２導電型ドーパント
の濃度未満となる量であることが好ましく、１×１０１４～１×１０１７ｃｍ－３となる
量であることがより好ましい。また、第１の領域形成ステップにおける、１回当たりの前
記第１導電型ドーパントをドープする時間は、０．１～５秒間であり、前記第１導電型ド
ーパントのドープのインターバルは、１～２９．５秒間であることが、適当な量でゲート
電圧をシフトさせる観点から好ましい。
【００６１】
　第２の領域形成ステップにおいて、III族原料およびＶ族原料を供給しながら第２導電
型ドーパントをドープして、第２導電型を呈する前記第２の領域を形成することは、適度
な第２導電型を呈する第２の領域を形成する観点から好ましい。第２の領域形成ステップ
における第２導電型ドーパントのドープは、III族原料およびＶ族原料の供給によって形
成されるIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの導電型によっては、省略することが可能で
ある。
【００６２】
　以上の手順により、第１の領域および第２の領域を含むIII－Ｖ族化合物半導体ナノワ
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イヤを、その長軸が（１１１）面に対して垂直になるようにIV族半導体基板の（１１１）
面上に形成することができる。このようにしてIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤが形成
されたときの前記接合界面は、基本的に無転位かつ無欠陥である。
【００６３】
　ゲート電極形成ステップでは、ゲート電極が形成される。ゲート電極は、たとえば、フ
ォトリソグラフィー法を用いる方法によって形成することができる。このような方法は、
例えば、電極形成予定部位以外の領域をレジスト膜でマスクし、金や白金、チタン、クロ
ム、アルミニウム、パラジウム、モリブデンなどの金属またはポリシリコンなどの半導体
を蒸着させ、レジスト膜を除去（リフトオフ）する。また、チタンを蒸着させた後、さら
に金を蒸着させて重層して、二層構造の電極としてもよい。
【００６４】
　ゲート電極は、前述したように、ゲート誘電膜上に配置されていることが好ましい。こ
の場合、ゲート電極は、ゲート誘電膜上に形成される。ゲート誘電体膜を形成する方法は
特に限定されない。たとえば、ＡＬＤ（原子層堆積（atomic layer deposition））法な
どを用いて酸化シリコン（ＳｉＯ２）、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）酸化ハフニウム
（ＨｆＯ２）または酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）からなる膜を形成すればよい。
【００６５】
　ソース電極およびドレイン電極形成ステップでは、ソース電極およびドレイン電極が形
成される。ソース電極およびドレイン電極を形成する方法は、例えば、ゲート電極と同様
にフォトリソグラフィー法を用いて形成することができる。
【００６６】
　ソース電極、ドレイン電極およびゲート電極のうち、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイ
ヤの第２の領域に形成されるソース電極またはドレイン電極は、ナノワイヤ成長ステップ
後に行われる。しかしながら、前記第２の領域に形成されるソース電極またはドレイン電
極以外の電極を形成する時期は、ＴＦＥＴの構成に応じて所期の位置に配置可能である限
りにおいて、特に限定されない。
【００６７】
　以上の手順により、本発明のＴＦＥＴを製造することができる。
【００６８】
　上記のＴＦＥＴの製造方法によれば、第１の領域のドーパントの種類を適宜選択し、当
該ドーパントを断続的にドープすることで、所望の特性を有するＴＦＥＴを製造すること
ができる。
【００６９】
　以下、図面を参照して本発明のトンネル電界効果トランジスタ（ＴＦＥＴ）の実施の形
態を説明する。
【００７０】
　図１は、本実施の形態のＴＦＥＴの構成を示す断面図である。図１に示されるように、
本実施の形態のＴＦＥＴ１００は、ｐ型に高ドープされたシリコン基板１１０、絶縁膜１
２０、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０、ゲート誘電体膜１４０、絶縁保護膜１
５０、ソース電極１６０、ドレイン電極１７０およびゲート電極１８０を有する。
【００７１】
　シリコン基板１１０は、ｐ型に高ドープされたシリコン（１１１）基板である。
【００７２】
　絶縁膜１２０は、ｐ型シリコン基板１１０の２つの面のうち少なくともIII－Ｖ族化合
物半導体ナノワイヤ１３０が配置されている面（（１１１）面）を被覆する絶縁性の膜で
ある。絶縁膜１２０は、例えば膜厚２０ｎｍの酸化シリコン（ＳｉＯ２）膜である。ｐ型
シリコン基板１１０の（１１１）面は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０と直接
接触して接合界面を形成している。当該界面に絶縁膜１２０は存在しない。
【００７３】
　III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０は、例えば直径２０ｎｍ、長さ３００ｎｍのI
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II－Ｖ族化合物半導体からなるナノワイヤである。III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１
３０は、ｐ型ドーパントがドープされている第１の領域１３２、および、ｎ型に高ドープ
された第２の領域１３４、を含む。III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０は、ｐ型シ
リコン基板１１０の（１１１）面上に、その長軸が前記（１１１）面に対して略垂直にな
るように配置されている。第１の領域１３２（疑似真性半導体）は、第２の領域１３４（
ｎ型半導体）よりもｐ型シリコン基板１１０側（ｐ型半導体）に位置する。第１の領域１
３２およびｐ型シリコン基板１１０の接合界面（例えば、接合部における（１１１）面な
ど）は、基本的に無転位かつ無欠陥である。III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の
形状は、図２Ａおよび図２Ｂに示されるように、六角柱である。
【００７４】
　ゲート誘電体膜１４０は、絶縁膜１２０の表面およびIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイ
ヤ１３０の側面（第１の領域１３２の側面および第２の領域１３４の側面の一部）を被覆
する絶縁膜である。ゲート誘電体膜１４０は、例えばハフニウムアルミネート（ＨｆＡｌ
Ｏｘ）膜などの高誘電体膜である。
【００７５】
　絶縁保護膜１５０は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０、ゲート誘電体膜１４
０およびゲート電極１８０を被覆する、ＢＣＢなどの絶縁樹脂からなる膜である。
【００７６】
　ソース電極１６０は、ｐ型シリコン基板１１０の裏面（III－Ｖ族化合物半導体ナノワ
イヤ１３０が配置されている面とは反対側の面）に配置されており、ｐ型シリコン基板１
１０（ｐ型半導体）に接続されている。ｐ型シリコン基板１１０とソース電極１６０とは
直接接触して界面を形成しており、その界面に絶縁膜１２０は存在しない。ソース電極１
６０は、例えばｐ型シリコン基板１１０の裏面に形成されたＴｉ／Ａｕ合金膜である。ソ
ース電極１６０は、ｐ型シリコン基板１１０の２つの面のうちIII－Ｖ族化合物半導体ナ
ノワイヤ１３０が配置されている面に配置されていてもよい。
【００７７】
　ドレイン電極１７０は、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０および絶縁保護膜１
５０上に配置されており、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の第２の領域１３４
（ｎ型半導体）に接続されている。ドレイン電極１７０は、例えば、III－Ｖ族化合物半
導体ナノワイヤ１３０および絶縁保護膜１５０上に配置されたＴｉ／Ａｕ合金膜、Ｔｉ／
Ａｌ／Ｔｉ／Ａｕ合金膜、またはＧｅ／Ａｕ／Ｎｉ／Ａｕ合金膜である。
【００７８】
　ゲート電極１８０は、第１の領域１３２の周囲を覆うようにゲート誘電体膜１４０上に
配置されている。ゲート電極１８０は、例えば、ゲート誘電体膜１４０上に形成されたＷ
膜またはＴｉ／Ａｕ合金膜である。
【００７９】
　図３Ａ～図３Ｆは、ＴＦＥＴ１００の製造方法の一例を概略的に示す図である。図４Ａ
～図４Ｃは、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の作製の工程の一例を示す図であ
る。以下、これらの図を参照してＴＦＥＴ１００の製造方法を説明する。
【００８０】
　まず、ｐ型シリコン基板１１０を準備する。ｐ型シリコン基板１１０の表面には、酸化
シリコン（ＳｉＯ２）からなる膜厚２０ｎｍの絶縁膜１２０が熱酸化法により形成されて
いる。絶縁膜１２０には、開口部１２２が形成されている。開口部１２２の直径は、例え
ば、２０ｎｍである。開口部１２２は、フォトリソグラフィー法などによって形成される
。なお、ｐ型シリコン基板１１０の裏面には、ソース電極１６０が予め配置されていても
よい。
【００８１】
　ｐ型シリコン基板１１０は、当該基板の温度を９００℃に一定時間保持する高温熱処理
に供される。高温熱処理は、図４ＡのゾーンＡに示されるように、例えば、不活性ガスの
雰囲気中で約９００℃の条件で行われる。図４Ａ中、「折れ線」は、基板の温度を表して
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いる。前述したように、引き続き、本実施形態ではｐ型シリコン基板１００の温度を約４
００℃に維持し、（１１１）面を（１１１）Ａ面、または（１１１）Ｂ面にするために、
III属元素またはＶ族元素を（１１１）面に供給する（図４ＡのゾーンＢ）。たとえば、
（１１１）面を（１１１）Ｂ面とするために、図４Ａに示されるように、高温熱処理に続
き、基板温度を４００℃に保ちながら、Ｖ族元素を含む原料ガスであるＡｓＨ３ガスを（
１１１）面に供給する。図４Ａ中、横方向に延びる「棒」は、原料ガスの種類およびその
供給のタイミングを表している。
【００８２】
　次いで、図３Ａに示されるように、ＭＯＶＰＥ法により、開口部１２２を通して露出し
たｐ型シリコン基板１１０の（１１１）面からIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０
を成長させる。このとき、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０を成長させる前に、
交互原料供給変調法によりｐ型シリコン基板１１０の（１１１）面にIII－Ｖ族化合物半
導体の薄膜を形成することが好ましい。
【００８３】
　交互原料供給変調法は、図４Ａ中のゾーンＣで行われる。交互原料供給変調法では、基
板の温度を、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の成長時の温度に向けて徐々に上
昇させる。また、交互原料供給変調法では、本実施形態では図４Ｂに示されるように、II
I－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の基材となるIII属元素およびＶ属元素を含む原料
ガス、ＴＭＩｎ（トリメチルインジウム）ガスとＡｓＨ３ガスとを交互に供給する。
【００８４】
　たとえば、各原料ガスの供給時間は、２秒間であり、各原料ガスの供給のインターバル
は、１秒間である。当該インターバルでは、水素ガスが（１１１）面に供給される。交互
原料供給変調法では、図４Ｂ中の矢印で示される、ＴＭＩｎガスとＡｓＨ３ガスとの１回
ずつの供給と各原料ガスの供給後における水素ガスの二回の供給を１サイクルとしたとき
に、当該サイクルが複数回（例えば３０回）繰り返される。
【００８５】
　次いで、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の第１の領域１３２の成長が行われ
る。第１の領域１３２の成長は、図４Ａ中のゾーンＤで行われる。第１の領域１３２の成
長では、基板の温度は、一定（例えば５４０℃）に保たれる。第１の領域１３２の成長で
は、図４Ｃに示されるように、基材となるＡｓＨ３ガスおよびＴＭＩｎガスを連続して供
給する一方で、ｐ型ドーパントとなるＺｎを第１の領域１３２にドープするために、ＤＥ
Ｚｎ（ジエチル亜鉛）ガスを断続的に供給する。
【００８６】
　たとえば、ＤＥＺｎガスは、ＡｓＨ３ガスおよびＴＭＩｎガスが３０秒間供給される間
に、Ｘ秒間供給される。すなわち、ＤＥＺｎガスは、Ｘ秒間供給され、（３０－Ｘ）秒の
インターバルを経て、再びＸ秒間供給される。ＤＥＺｎガスの一回当たりの供給時間Ｘは
、第１の領域１３２において補償ドーピング効果が得られる範囲において、適切に決める
ことができ、例えば、０．５～５秒間である。供給時間Ｘは、ゾーンＤにおいて同じであ
ってもよいし、異なっていてもよい。第１の領域１３２の成長では、図４Ｃ中の矢印で示
される、ＤＥＺｎガスの１回の供給および１回のインターバルを１サイクルとしたときに
、当該サイクルが複数回（例えば３０回）繰り返される。
【００８７】
　次いで、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の第２の領域１３４の成長が行われ
る。第２の領域１３４の成長は、図４Ａ中のゾーンＥで行われる。第２の領域１３４の成
長でも、基板の温度は、一定（例えば５４０℃）に保たれる。第２の領域１３４の成長で
は、図４Ａに示されるように、基材となるＡｓＨ３ガスおよびＴＭＩｎガスとともに、本
実施形態では、ｎ型ドーパントとなるＳｉを第２の領域１３４にドープするために、Ｓｉ
Ｈ４ガスを連続して供給する。
【００８８】
　第１の領域１３２および第２の領域１３４が形成されたら、図３Ｂに示されるように、
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絶縁膜１２０の表面およびIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の表面をゲート誘電
体膜１４０で覆い、次いでゲート誘電体膜１４０をゲート電極１８０で覆う。ゲート誘電
体膜１４０は、例えば、ＡＬＤ法によって形成される。ゲート電極１８０は、例えば、ス
パッタリング法によって形成される。
【００８９】
　次いで、図３Ｃに示されるように、ｐ型シリコン基板１１０の表面上に絶縁保護膜１５
０を形成する。絶縁保護膜１５０は、例えば、スピンコート法によって形成される。
【００９０】
　次いで、図３Ｄに示されるように、絶縁保護膜１５０、ゲート電極１８０およびゲート
誘電体膜１４０をそれぞれ部分的に除去し、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の
頂部（第２の領域１３４の端部）およびゲート誘電体膜１４０を露出させる。上記の部分
的な除去は、例えば、反応性イオンエッチング（reactive ion etching）法によって行わ
れる。
【００９１】
　次いで、図３Ｅに示されるように、再び、絶縁保護膜１５０を形成した後にIII－Ｖ族
化合物半導体ナノワイヤ１３０の頂部を露出させる。そして、図３Ｆに示されるように、
絶縁保護膜１５０の表面にドレイン電極１７０を形成し、ｐ型シリコン基板１１０の裏面
にソース電極１６０を形成する。ドレイン電極１７０およびソース電極１６０は、例えば
、真空蒸着によって形成される。
【００９２】
　ＴＦＥＴ１００では、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の第１の領域１３２と
シリコン基板１１０の（１１１）面との接合面がトンネル層として機能する。図５Ａに示
されるように、ＴＦＥＴ１００では、ゲート電極１８０に正のバイアスを印加することで
、ｐ型シリコン基板１１０内のキャリアがトンネル現象によりIII－Ｖ族化合物半導体ナ
ノワイヤ１３０内に移動する（ＯＮ状態となる）。この動作は、ＣＭＯＳスイッチのｎ型
ＭＯＳＦＥＴのスイッチ動作に相当する。
【００９３】
　また、ＴＦＥＴ１００は、ｐ型に高ドープされたシリコン基板１１０と、ｐ型にドープ
された第１の領域１３２と、ｎ型にドープされた第２の領域１３４とを含む。このため、
後述の実施例で明らかなように、ノンドープの第１の領域を含むＴＦＥＴに比べて、ゲー
ト電圧を正側にシフトさせることができる。
【００９４】
　また、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤにおける第１の領域の導電型を適宜に調整す
ることによって、閾値電圧（スレショルド電圧）が正側または負側にシフトするため、II
I－Ｖ族化合物半導体の種類を変えることにより、ＯＮ状態に必要な供給電圧を任意に制
御することができる。
【００９５】
　また、絶縁保護膜１５０でIII－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ１３０の周囲を被覆する
ため、複数のＴＦＥＴ１００を集積化することもできる。
【００９６】
　なお、ＴＦＥＴ１００では、シリコン基板１１０に、ｐ型に高ドープされたシリコン基
板を用いたが、本発明のＴＦＥＴは、ｎ型に高ドープされたシリコン（１１１）基板を用
いて作製することも可能である。この場合、第１の領域１３２にはｎ型ドーパントを断続
的にドープし、第２の領域１３４にはｐ型ドーパントを連続してドープする。このように
作製されたＴＦＥＴでは、III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤの第１の領域とｎ型シリコ
ン基板の（１１１）面との接合面がトンネル層として機能する。
【００９７】
　前記のＴＦＥＴでは、図５Ｂに示されるように、ゲート電極に負のバイアスを印加する
ことで、ｎ型シリコン基板内のキャリアがトンネル現象によりIII－Ｖ族化合物半導体ナ
ノワイヤ内に移動する（ＯＮ状態となる）。この動作は、ＣＭＯＳスイッチのｐ型ＭＯＳ
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ＦＥＴのスイッチ動作に相当する。また、前記ＴＦＥＴは、ノンドープの第１の領域を含
むＴＦＥＴに比べて、ゲート電圧を負側にシフトさせることができる。
【００９８】
　本実施の形態によれば、小さなサブ閾値（６０ｍＶ／桁以下）で動作可能なＴＦＥＴお
よびスイッチ素子を提供することができる。また、本実施の形態によれば、正のゲート電
圧で電流値が増大する素子の場合では、より正側の立ち上がり電圧で動作可能であり、負
のゲート電圧で電流値が増大する素子の場合では、より負側の立ち上がり電圧で動作可能
なＴＦＥＴおよびスイッチ素子を提供することができる。当該ＴＦＥＴおよびスイッチ素
子は、容易に製造することができる。
【実施例】
【００９９】
　以下、本発明について実施例を参照して詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されない。
　まず、下記の方法によって、従来のＴＦＥＴ（ＴＦＥＴ－Ａ）を作製した。
【０１００】
［比較例１：ＴＦＥＴ－Ａの作製］
　１）基板の準備
　ｐ型シリコン（１１１）基板（キャリア濃度：７×１０１８ｃｍ－３）を、熱酸化処理
して、表面に膜厚２０ｎｍの酸化シリコン膜を形成した。電子線ビームリソグラフィーお
よびウェットケミカルエッチングにより酸化シリコン膜に周期的に開口部を形成して、シ
リコン基板の表面を露出させた。開口部の形状は六角形とし、開口部の面積円相当径は１
００ｎｍとした。
【０１０１】
　２）ＩｎＡｓナノワイヤの作製
　開口部を形成した基板を減圧横型ＭＯＶＰＥ装置（ＨＲ２３３９；大陽日酸株式会社）
にセットした。ＭＯＶＰＥ装置の内温を９２５℃に上昇させて５分間維持することで、シ
リコン基板の開口部表面に形成された自然酸化膜を除去した。次いで、装置の内温を９２
５℃から４００℃に低下させた。水素化ヒ素を水素ガス（キャリアガス）とともに供給し
た。水素化ヒ素の分圧は１.３×１０－４ａｔｍとした。
【０１０２】
　次に、交互原料供給変調法によりシリコン基板の開口部にＩｎＡｓの薄膜を形成した。
具体的には、トリメチルインジウムの供給を２秒間、水素ガスによるインターバルを１秒
間、水素化ヒ素の供給を２秒間、水素ガスによるインターバルを１秒間の組合せを１サイ
クルとして、２分間かけて２０回繰り返した。トリメチルインジウムの分圧は９.６×１
０－７ａｔｍとし、水素化ヒ素の分圧は２.５×１０－４ａｔｍとした。
【０１０３】
　次に、装置の内温を上昇させた後、ＭＯＶＰＥ法により長さ８００ｎｍのＩｎＡｓナノ
ワイヤを成長させた。具体的には、装置の内温を４００℃から５４０℃に上昇させた後、
トリメチルインジウムおよび水素化ヒ素を水素ガスとともに供給して、長さ５００ｎｍの
ＩｎＡｓナノワイヤ（第１の領域；キャリア濃度：２×１０１７ｃｍ－３）を成長させた
。続いて、トリメチルインジウム、水素化ヒ素およびモノシランを水素ガスとともに供給
して、長さ３００ｎｍのｎ型ＩｎＡｓナノワイヤ（第２の領域；キャリア濃度：２×１０
１９ｃｍ－３）を成長させた。トリメチルインジウムの分圧は４.９×１０－７ａｔｍと
し、水素化ヒ素の分圧は１.３×１０－４ａｔｍとし、モノシランの分圧は７×１０－８

ａｔｍとした。
【０１０４】
　３）ＴＦＥＴの作製
　シリコン基板上およびＩｎＡｓナノワイヤの側面にゲート誘電体膜を形成し、さらにそ
の上にゲート電極を形成した。具体的には、ＡＬＤ法により、膜厚２０ｎｍのＨｆ０.８

Ａｌ０.２Ｏ膜（ゲート誘電体膜）を形成した。その後、高周波スパッタリング法により
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、膜厚１００ｎｍのＷ膜（ゲート電極）を形成した。
【０１０５】
　次に、誘電体膜を形成したシリコン基板上に絶縁樹脂（ＢＣＢ樹脂）膜を形成して、シ
リコン基板上のＩｎＡｓナノワイヤを絶縁樹脂中に包埋した。次いで、反応性イオンエッ
チングにより絶縁樹脂の上側の一部を除去して、ＩｎＡｓナノワイヤの先端を露出させた
。
【０１０６】
　次に、ＩｎＡｓナノワイヤが露出した面にドレイン電極として膜厚１２０ｎｍのＴｉ（
２０ｎｍ）／Ａｕ（１００ｎｍ）多層膜を形成した。また、シリコン基板上にソース電極
として膜厚５０ｎｍのＴｉ（２０ｎｍ）／Ａｕ（３０ｎｍ）多層膜を形成した。こうして
、ＴＦＥＴ－Ａを作製した。
【０１０７】
　次に、本発明に係るＴＦＥＴ（ＴＦＥＴ－ＢおよびＴＦＥＴ－Ｃ）を作製した。
【０１０８】
［実施例１：ＴＦＥＴ－Ｂの作製］
　第１の領域の成長において、トリメチルインジウムおよび水素化ヒ素の連続供給に併せ
て、ジエチル亜鉛を断続的に供給した以外は、ＴＦＥＴ－Ａと同様に作製し、ＴＦＥＴ－
Ｂを作製した。ジエチル亜鉛の供給では、１秒間の供給と２９秒間のインターバルとを１
サイクルとして、当該サイクルを３０回繰り返した。ジエチル亜鉛の分圧は、３×１０－

７ａｔｍとした。ＴＦＥＴ－Ｂの第１の領域におけるドーパント（Ｚｎ）の濃度は、３×
１０１５ｃｍ－３であった。なお、前記濃度は、ノンドープの上記ＩｎＡｓナノワイヤを
ｎ型シリコン基板に作製し、縦型ＦＥＴ構造を作製し、当該ナノワイヤの閾値電圧から算
出することによって求めた。
【０１０９】
［実施例２：ＴＦＥＴ－Ｃの作製］
　ジエチル亜鉛の供給のサイクルを、２秒間の供給と２８秒間のインターバルとを１サイ
クルとする以外は、ＴＦＥＴ－Ｂと同様に作製し、ＴＦＥＴ－Ｃを作製した。ＴＦＥＴ－
Ｃの第１の領域におけるドーパント（Ｚｎ）の濃度は、６×１０１５ｃｍ－３であった。
【０１１０】
　図６Ａは、ＴＦＥＴ－ＡのＩｎＡｓナノワイヤの走査電子顕微鏡写真であり、図６Ｂは
、ＴＦＥＴ－ＢのＩｎＡｓナノワイヤの走査電子顕微鏡写真である。いずれのナノワイヤ
も、シリコン基板の（１１１）面に対して垂直な方向に成長していることがわかる。
【０１１１】
　前記工程により作製されたＴＦＥＴ－Ａ、ＴＦＥＴ－ＢおよびＴＦＥＴ－Ｃの、ゲート
電圧を印加したときのドレイン電流の関係を測定した。結果を図７に示す。
【０１１２】
　図７中、曲線Ａは、ＴＦＥＴ－Ａの電気特性を表している。曲線Ａから明らかなように
、ＴＦＥＴ－Ａのサブスレッショルド特性は、２１ｍＶ／桁であった。サブ閾値が６０ｍ
Ｖ／桁を下回ることは、ＴＦＥＴ－ＡがトンネルＦＥＴであることを実証している。ただ
し、ＴＦＥＴ－Ａの立ち上がり電圧は、－０．４Ｖであった。
【０１１３】
　図７中、曲線Ｂは、ＴＦＥＴ－Ｂの電気特性を表し、Ｚｎのパルスドープを１秒間、ド
ープ間隔を２９秒間としたときのトンネルＦＥＴの特性を示している。また、曲線Ｃは、
ＴＦＥＴ－Ｃの電気特性を表し、Ｚｎのパルスドープを２秒間、ドープ間隔を２８秒間と
したときのトンネルＦＥＴの特性を示している。曲線Ｂから明らかなように、ＴＦＥＴ－
Ｂの立ち上がり電圧は、０．３Ｖであり、ＴＦＥＴ－Ｂのサブ閾値は、３０ｍＶ／桁であ
った。また、曲線Ｃから明らかなように、ＴＦＥＴ－Ｃの立ち上がり電圧は、０．６Ｖで
あり、ＴＦＥＴ－Ｃのサブ閾値は、３０ｍＶ／桁であった。
【０１１４】
　このように、第１の領域にＺｎをドープしたＴＦＥＴ－ＢおよびＴＦＥＴ－Ｃでは、い



(19) JP 5999611 B2 2016.9.28

10

20

30

40

50

ずれも、第１の領域にＺｎをドープしなかったＴＦＥＴ－Ａに比べて、立ち上がり電圧が
正側にシフトしていること、トンネルＦＥＴの特徴である急峻なサブ閾値も維持できるこ
と、および、パルスドープにおけるドーパントの供給時間によって立ち上がり電圧を調整
できること、がわかる。
【０１１５】
　ＴＦＥＴ－Ａの立ち上がり電圧が負である理由は、原料ガス中のドーパントの存在のた
めと考えられる。すなわち、ノンドープでＩｎＡｓナノワイヤを作製した場合、有機金属
由来の炭素原子が１０１６～１０１７ｃｍ－３程度の濃度で第１の領域および第２の領域
に添加される。これは、ｎ型ドーパントとして作用する。
【０１１６】
　これに対して、ＴＦＥＴ－ＢおよびＴＦＥＴ－Ｃでは、III－Ｖ族半導体のｐ型ドーパ
ントとして作用するＺｎ原子をパルスドープ法によって添加した。すなわち、ノンドープ
層の成長中、分圧で３×１０－７ａｔｍ程度の供給量で、１または２秒間の供給および２
９または２８秒間のインターバルを繰り返した。同じ供給量でＺｎ原子を連続して添加し
た場合、ナノワイヤ中のＺｎ原子の濃度は、１×１０１８ｃｍ－３になる。
【０１１７】
　しかしながら、パルスドープ法によってＺｎ原子を供給することによって、１０１５～
１０１６ｃｍ－３のＺｎ濃度が、ナノメートルスケールの構造物で実現される。このよう
な適当なｐ型ドーパントのドープによって、ｎ型ドーパントとして作用するドーパントと
しての炭素原子に対する補償効果（補償ドーピング効果）がもたらされる。当該補償効果
を生じると、ノンドープのＩｎＡｓナノワイヤが電気的により中性になる。このため、例
えば、真性層と同等の電気特性を示すナノ構造物（擬似真性層）を作製できる。
【０１１８】
　また、下記の方法によってＴＦＥＴを作製した。
【０１１９】
［比較例２：ＴＦＥＴ－Ｄの作製］
　比較例１と同様にしてｐ型シリコン（１１１）基板から自然酸化膜を除去し、次いで、
減圧横型ＭＯＶＰＥ装置の内温を９２５℃から６７０℃に低下させ、水素化ヒ素を水素ガ
ス（キャリアガス）とともに供給した（図８ＡのゾーンＢ）。水素化ヒ素の分圧は１.３
×１０－４ａｔｍとした。
【０１２０】
　次に、交互原料供給変調法によりシリコン基板の開口部にＩｎＧａＡｓの薄膜を形成し
た（図８ＡのゾーンＣ）。具体的には、トリメチルインジウムに代えて、トリメチルイン
ジウムおよびトリメチルガリウムの混合ガスを供給する以外は、ＴＦＥＴ－Ａの作製と同
様にして、上記開口部にＩｎＧａＡｓの薄膜を形成した。トリメチルインジウムの分圧は
９．７×１０－７ａｔｍとし、トリメチルガリウムの分圧は５．７×１０－７ａｔｍとし
、水素化ヒ素の分圧は６．０×１０－４ａｔｍとした。
【０１２１】
　次に、装置の内温を６７０℃に維持し、トリメチルインジウムを上記混合ガスに代えた
以外は、ＴＦＥＴ－Ａの作製と同様にして、ＭＯＶＰＥ法により長さ８００ｎｍのＩｎＧ
ａＡｓナノワイヤを成長させた。第１の領域の長さは５００ｎｍであり、第１の領域を形
成する際のキャリア濃度は６×１０１６ｃｍ－３であった。また、第２の領域の長さは３
００ｎｍであり、第２の領域を形成する際のキャリア濃度は１×１０１８ｃｍ－３であっ
た。トリメチルインジウムの分圧は９．７×１０－７ａｔｍとし、トリメチルガリウムの
分圧は５．７×１０－７ａｔｍとし、水素化ヒ素の分圧は６．０×１０－４ａｔｍとし、
モノシランの分圧は６．０×１０－８ａｔｍとした。
【０１２２】
　次いで、ＴＦＥＴ－Ａと同様にして、ゲート誘電体膜、ゲート電極、絶縁樹脂（ＢＣＢ
樹脂）膜、ドレイン電極およびソース電極を形成し、ＴＦＥＴ－Ｄを作製した。ＴＦＥＴ
－Ｄにおける第１の領域の導電型はｎ－型であり、第２の領域の導電型はｎ＋型である。
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【０１２３】
［実施例３：ＴＦＥＴ－Ｅの作製］
　図８Ａは、実施例３、４のＴＦＥＴの製造におけるシリコン基板の温度と原料ガスの供
給とを模式的に示す図であり、図８Ｂは、図８Ａ中のゾーンＤにおける原料ガスの供給の
パルスドープを模式的に示す図である。
【０１２４】
　第１の領域の成長において、上記混合ガスおよび水素化ヒ素の連続供給に併せて、ジエ
チル亜鉛を断続的に供給した（図８ＡのゾーンＤおよび図８Ｂ）以外は、ＴＦＥＴ－Ｄの
作製と同様に作製し、ＴＦＥＴ－Ｅを作製した。ジエチル亜鉛は、ＴＦＥＴ－Ｂの作製に
おけるサイクルと同じサイクルで供給した。すなわち、１サイクルは、ジエチル亜鉛の１
秒間の供給と、２９秒間のインターバルとからなり、当該サイクルの繰り返し回数は３０
回とした。ジエチル亜鉛の分圧は、５×１０－７ａｔｍとした。ＴＦＥＴ－Ｅの第１の領
域におけるドーパント（Ｚｎ）の濃度は、２×１０１５ｃｍ－３であった。ＴＦＥＴ－Ｅ
における第１の領域の導電型はｉ型であり、第２の領域の導電型はｎ＋型である。
【０１２５】
［実施例４：ＴＦＥＴ－Ｆの作製］
　ジエチル亜鉛の供給のサイクルを、２秒間の供給と２８秒間のインターバルとを１サイ
クルとする以外は、ＴＦＥＴ－Ｅと同様に作製し、ＴＦＥＴ－Ｆを作製した。ＴＦＥＴ－
Ｆの第１の領域におけるドーパント（Ｚｎ）の濃度は、２×１０１５ｃｍ－３であった。
ＴＦＥＴ－Ｆにおける第１の領域の導電型はｉ型であり、第２の領域の導電型はｎ＋型で
ある。
【０１２６】
　ＴＦＥＴ－Ｄ、ＴＦＥＴ－ＥおよびＴＦＥＴ－Ｆの、ゲート電圧を印加したときのドレ
イン電流の関係を測定した。結果を図９に示す。図９中、曲線Ｄは、ＴＦＥＴ－Ｄの電気
特性を、曲線Ｅは、ＴＦＥＴ－Ｅの電気特性を、そして曲線Ｆは、ＴＦＥＴ－Ｆの電気特
性を、それぞれ表している。
【０１２７】
　曲線Ｄから明らかなように、ＴＦＥＴ－Ｄのサブスレッショルド特性（サブ閾値）は、
３８０ｍＶ／桁であり、ＴＦＥＴ－Ｄの立ち上がり電圧は、－１．０Ｖであった。これに
対して、曲線Ｅから明らかなように、ＴＦＥＴ－Ｅのサブ閾値は、５８ｍＶ／桁であり、
ＴＦＥＴ－Ｅの立ち上がり電圧は、―０．０５Ｖであった。また、曲線Ｆから明らかなよ
うに、ＴＦＥＴ－Ｆのサブ閾値は、５５ｍＶ／桁であり、ＴＦＥＴ－Ｆの立ち上がり電圧
は、＋０．２Ｖであった。
【０１２８】
　以上より、実施例１および２と同様に、第１の領域にＺｎをドープしたＴＦＥＴ－Ｅお
よびＴＦＥＴ－Ｆでは、いずれも、第１の領域にＺｎをドープしなかったＴＦＥＴ－Ｄに
比べて、立ち上がり電圧が正側にシフトし、かつトンネルＦＥＴの特徴である急峻なサブ
閾値を有することがわかる。また、パルスドープにおけるドーパントの供給時間によって
当該立ち上がり電圧を調整できることもわかる。
【０１２９】
　２０１３年８月１３日出願の特願２０１３－１６８０４８の日本出願に含まれる明細書
、図面および要約書の開示内容は、すべて本願に援用される。
【産業上の利用可能性】
【０１３０】
　本発明のＴＦＥＴは、例えば半導体マイクロプロセッサおよび高集積回路に形成される
スイッチ素子として有用である。特に、正のゲート電圧で電流が流れるｎチャネルトラン
ジスタの場合にゲート電圧を正側にシフトすること、負のゲート電圧で電流が流れるｐチ
ャネルトランジスタの場合にゲート電圧を負側にシフトすることが可能である。このため
、ゲート電圧がゼロであるときのドレイン電流をより少なくすることが可能となる。した
がって、待機時のリーク電力をさらに抑制することが可能となり、例えば省電力化の観点
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からより一層効果的である。
【符号の説明】
【０１３１】
　１００　ＴＦＥＴ
　１１０　ｐ型シリコン基板
　１２０　絶縁膜
　１２２　開口部
　１３０　III－Ｖ族化合物半導体ナノワイヤ
　１３２　第１の領域
　１３４　第２の領域
　１４０　ゲート誘電体膜
　１５０　絶縁保護膜
　１６０　ソース電極
　１７０　ドレイン電極
　１８０　ゲート電極
 

【図１】 【図２】
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【図５】 【図７】
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